
青 医 第 5 0 9 号  

令 和 ７ 年 ７ 月 １ 日  

 

公益社団法人青森県医師会長 

各 郡 市 医 師 会 長 

 

青森県健康医療福祉部医療薬務課長    

（ 公 印 省 略 ）       

 

令和７年度診療所の承継・開業支援事業に係る意向調査（２次募集）の実施について（依頼） 

 

本県の保健医療行政の推進につきましては、平素から御協力を賜り感謝申し上げます。 

さて、令和６年12月15日に厚生労働省から示された「医師偏在の是正に向けた総合的な対策パッケ

ージ」において示された、「重点医師偏在対策支援区域における診療所の承継・開業支援事業」によ

り、重点医師偏在対策支援区域で承継・開業する診療所の施設整備、設備整備、一定期間の地域への

定着に対する支援を緊急的に実施することとなりました。 

そこで、当該事業の意向について、下記のとおり調査しますので、貴会会員へご周知いただきたく、

御協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 

記 

 

１ 趣旨 

   支援対象医療機関を含む県の実施計画（令和７年８月末国提出期限）の作成に当たり、事前の意

向調査を行い事業の希望者を把握するもの。 

 

２ 標記事業における本県の重点医師偏在対策支援区域 

  県内全ての二次保健医療圏を重点医師偏在対策支援区域とする。 

 

３ 各診療所及び各診療所開設予定者への通知及び意向調査の様式 

   別添のとおり 

 

４ 意向調査の提出期限 

   令和７年７月 25日（金） 

 

５ 提出先 

   下記担当まで 

担 当 良医育成支援グループ 月舘 

電 話 017-734-9288 

メール tomohiro_tsukidate@pref.aomori.lg.jp 

殿 



青 医 第 5 0 9 号  

令 和 ７ 年 ７ 月 １ 日  

 

各診療所の長 

各診療所開設予定者 

 

青森県健康医療福祉部医療薬務課長    

（ 公 印 省 略 ）       

 

令和７年度診療所の承継・開業支援事業に係る事業計画及び所要額について（２次募集・照会） 

 

県の事業計画書（令和７年８月末国提出期限）の作成に当たり、標記事業に係る見込みを把握する

必要がありますので、当該事業の実施を予定している場合は、下記により事業計画書及び所要額を御

提出くださるようお願いします。 

 

記 

 

１ 提出書類 

（１）施設整備事業 

 ・令和７年度 診療所の承継・開業支援事業計画書 

（ワードファイル名：【診療所名】R7施設・設備整備計画（回答様式）） 

 ・平面図等図面（Ａ４又はＡ３サイズで、整備対象部分を色分けすること。新規以外は、新旧） 

 ・整備後の各室面積一覧表  

 ・事業積算根拠（見積書等） 

（２）設備整備事業 

 ・令和７年度 診療所の承継・開業支援事業計画書 

（Wordファイル名：【診療所名】R7施設・設備整備計画（回答様式）） 

・見積書 

 ・当該設備等のパンフレット 

 ・【設備の場合】設置場所を示す図面 

（３）地域への定着支援事業 

 ・令和７年度 承継・開業支援事業（地域への定着支援事業）計画書 

 ・令和７年度 承継・開業支援事業（地域への定着支援事業）費補助金所要額調 

 ・令和７年度 承継・開業支援事業（地域への定着支援事業）所要額明細書 

 ・令和７年度 承継・開業支援事業（地域への定着支援事業）基準額算出調書 

  ※ 上記４つは、Excelファイル名：【診療所名】R7定着支援計画等（回答様式）内に様式あり 

 ・令和７年度 診療所の承継・開業支援事業計画書 

（Wordファイル名：【診療所名】R7施設・設備整備計画（回答様式）） 

 ・事業計画書（承継で事業計画を作成していない場合は、令和５年度の決算書） 

  ※ 金融機関等に提出したもの 

 

３ 対象事業 

別添の厚生労働省説明資料に基づき行う事業 

 

４ 提出期限 

令和７年７月 25日（金）  

担 当 良医育成支援グループ 月舘 

電 話 017-734-9288 

メール tomohiro_tsukidate@pref.aomori.lg.jp 

殿 



 

 

令和７年度 診療所の承継・開業支援事業計画書 

（Wordファイル名：【診療所名】R7施設・設備整備計画（回答様式）） 記載上の留意事項１ 

 

 

1 本様式は、事業（施設整備、設備整備、地域への定着支援）別毎に別様とすること。 

 

2 「事業区分」欄は、該当する区分を○で囲むこと。 

 

3 「承継・開業予定日」欄は、医療法上、承継又は開業をする予定日を記入すること。 

 

4 「事業別」欄は、該当する事業を○で囲むこと。 

 

5 「事業期間」欄は、当該補助金に係る期間を記入すること。 

 

6 「所在地」欄は、移転整備を予定している場合、移転後の所在地を（ ）内に記入すること。 

 

7 「事業の種別」欄は、次により記入すること。 

 ・新築：新たに建物を建築する場合 

 ・改築：従前の建物を取り壊して、これと位置・構造・階数・規模がほぼ同程度のものを建築す

る場合。なお、全面改築であって、従前のものと著しく異なるときは、その他欄に「全

面建替」と記入すること。 

 ・増築：敷地内の既存の建物に建増する場合。敷地内に別に建物を新築する場合 

 ・改修：模様替え及び内部改修工事にあたる場合で、基本的に建築面積、床面積に変更はない場合 

 

8 「抵当権の有無」欄は、補助対象物に対する抵当権の有無を記入すること。 

 

9 「病床数」欄は、「現状」欄のみの記入でも可。 

 

10 「概算事業費」欄について 

 (1)見積書等による根拠ある金額を記入すること。 

 (2)財源内訳については、過大な国庫・県補助金を見込むことのないよう、充分留意すること。 

 (3)「事業団融資」欄は、社会福祉・医療事業団から借入を予定している場合、その金額を記入す

ること。 

 (4)「補助基準額の積算根拠」欄は、設備整備を要望する事業にあっては記入不要。 

 (5)「国・県補助金の積算根拠」欄の基準額は、「令和７年度 診療所の承継・開業支援事業計画

  書 記載上の留意事項２」のとおりとする。 

 

11 「事業の必要性」欄は、当該事業の必要性について、できるだけ具体的に記入すること。（※

必要に応じ、後日ヒアリングを行う予定です。施設・設備整備事業及び地域への定着支援事業に

係る補助金の全体メニューの中から総合的に優先順位を決定しますので、ご留意ください。） 

なお、欄が不足する場合は、別様として差し支えないこと。 

  



 

 

令和７年度 診療所の承継・開業支援事業計画書 記載上の留意事項２ 

 

1 承継・開業の対象期間 

 令和６年 12 月 15 日以降に承継・開業した（する予定）の重点医師偏在対策支援区域内の診療所（予定含む） 

 

2 補助対象経費 

 （1）施設整備 

   国内示後（令和７年９月末予定）に契約する診療所等の新築、増築、改築及び改修に要す

る工事費又は工事請負費及び買収に要する費用 

（2）設備整備事業 

  国内示後（令和７年９月末予定）に契約する診療所として必要な医療機器等購入費 

（3）地域への定着支援事業 

  診療所の運営に必要な経費（経費等から診療報酬等の収入を差し引き、マイナスの場合に補助）  

 

3 「施設整備費事業」の基準額は、以下のとおりとする。 

補助対象 １㎡当たり補助単価 補助率 

○診療部門の整備費 

 ・無床診療所の場合      ：160㎡ 

 ・有床診療所の場合（５床以下）：240㎡ 

 ・有床診療所の場合（６床以上）：760㎡ 

○診療部門と一体となった医師・看護師住宅の整備費 

 ・医師住宅          ： 80㎡ 

 ・看護師住宅         ： 80㎡ 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ ：484,000円 

ブロック  ：214,000円 

木造    ：355,000円 

１／２ 

 

4 「設備整備費事業」の基準額は、以下のとおりとする。 

補助対象 １か所当たり基準額 補助率 

○診療所として必要な医療機器購入費 16,500,000 円 １／２ 

 

5 「地域への定着支援事業」の基準額は、以下のとおりとする。 

補助対象 １か所当たり基準額 補助率 

職員基本給、職員諸手当、非常勤職員手当、報償費、

旅費、備品費（50万円未満）、消耗品費、材料費、印

刷製本費、通信運搬費、光熱水料、借料及び損料、社

会保険料、雑役務費、委託費 

（１）ア．診療日数 1日か
ら129日までの場合 
  6,200,000円 ＋ (71,000円
× 
実診療日数) 

 
  イ．診療日数 130日から2
59日までの場合 
  6,200,000円 ＋ (77,000円
× 
実診療日数) 

 
 ウ．診療日数 260日以上
の場合 
  6,200,000円 ＋ (87,000円
× 
実診療日数) 

 
（２）訪問看護による加算額 
  25,000円×訪問看護日数 

２／３ 

 



＜医師少数区域等での勤務経験を求める管理者要件の対象医療機関の拡大等＞
・対象医療機関に公的医療機関及び国立病院機構・地域医療機能推進機構・労働者健康安全機構の病院を追加
・勤務経験期間を６か月以上から１年以上に延長。施行に当たって柔軟な対応を実施
＜外来医師過多区域における新規開業希望者への地域で必要な医療機能の要請等＞
・都道府県から外来医師過多区域の新規開業希望者に対し、開業６か月前に提供予定の医療機能等の届出を求め、協議の場への参

加、地域で不足する医療や医師不足地域での医療の提供の要請を可能とする
・要請に従わない医療機関への医療審議会での理由等の説明の求めや勧告･公表、保険医療機関の指定期間の6年から3年等への短縮
＜保険医療機関の管理者要件＞
・保険医療機関に管理者を設け、２年の臨床研修及び保険医療機関(病院に限る)において３年等保険診療に従事したことを要件とし、
責務を課す

地域の医療機関の支え合いの仕組み

医師偏在の是正に向けた総合的な対策パッケージ（概要）

【基本的な考え方】
現状
課題

基本的な
考え方

医師偏在は一つの取組で是正が
図られるものではない

若手医師を対象とした医師養成
過程中心の対策

へき地保健医療対策を超えた取組
が必要

「保険あってサービスなし」という地域が生じることなく、将来にわたって国民皆保険が維持されるよう、国、地方
自治体、医療関係者、保険者等の全ての関係者が協働して医師偏在対策に取り組む

経済的インセンティブ、地域の医
療機関の支え合いの仕組み、医師
養成過程の取組等の総合的な対策

医師の柔軟な働き方等に配慮し
た中堅・シニア世代を含む全て
の世代の医師へのアプローチ

地域の実情を踏まえ、支援が必要
な地域を明確にした上で、従来の
へき地対策を超えた取組

【総合的な対策パッケージの具体的な取組】
若手 中堅・シニア世代

＜医学部定員・地域枠＞

・医学部臨時定員について、医師の偏在

対策に資するよう、都道府県等の意見

を十分に聞きながら、必要な対応を進

める

・医学部臨時定員の適正化を行う医師多

数県において、大学による恒久定員内

の地域枠設置等への支援を行う

・今後の医師の需給状況を踏まえつつ、

2027年度以降の医学部定員の適正化の

検討を速やかに行う

＜臨床研修＞

・広域連携型プログラム※の制度化に向

けて令和８年度から開始できるよう準備

※ 医師少数県等で24週以上の研修を実施

医師養成過程を通じた取組

＜重点医師偏在対策支援区域＞
・今後も定住人口が見込まれるが人口減少より医療機関の減少スピードが速い地域等

を｢重点医師偏在対策支援区域｣と設定し、優先的･重点的に対策を進める
・重点区域は、厚労省の示す候補区域を参考としつつ、都道府県が可住地面積あたり

医師数、アクセス、人口動態等を考慮し、地域医療対策協議会・保険者協議会で協
議の上で選定（市区町村単位・地区単位等を含む）

＜医師偏在是正プラン＞

・医師確保計画の中で｢医師偏在是正プラン｣を策定。地対協・保険者協議会で協議の

上、重点区域、支援対象医療機関、必要な医師数、取組等を定める
※ 医師偏在指標について、令和９年度からの次期医師確保計画に向けて必要な見直しを検討

医師確保計画の実効性の確保

＜経済的インセンティブ＞
・令和８年度予算編成過程で重点区域における以下のような支援について検討

‣ 診療所の承継･開業･地域定着支援（緊急的に先行して実施）

‣ 派遣医師・従事医師への手当増額（保険者から広く負担を求め、給付費の中で一体的に

捉える。保険者による効果等の確認）

‣ 医師の勤務・生活環境改善、派遣元医療機関へ支援
※ これらの支援については事業費総額等の範囲内で支援

・医師偏在への配慮を図る観点から、診療報酬の対応を検討

＜全国的なマッチング機能の支援、リカレント教育の支援＞
・医師の掘り起こし、マッチング等の全国的なマッチング支援、総合的な診療能力を学び直すためのリカレント教育を推進
＜都道府県と大学病院等との連携パートナーシップ協定＞

・都道府県と大学病院等で医師派遣･配置、医学部地域枠、寄附講座等に関する連携パートナーシップ協定の締結を推進

地域偏在対策における経済的インセンティブ等

・必要とされる分野が若手医師から選ばれるための環境づくり等、処遇改善に向けた必要な支援を実施
・外科医師が比較的長時間の労働に従事している等の業務負担への配慮･支援等の観点での手厚い評価について必要な議論を行う

診療科偏在の是正に向けた取組

○ 地域ごとに人口構造が急激に変化する中で、将来にわたり地域で必要な医療提供体制を確保し、適切な医療
サービスを提供するため、以下の基本的な考え方に基づき、制度改正を含め必要な対応に取り組み、実効性のあ
る総合的な医師偏在対策を推進する。

○ 総合的な医師偏在対策について、医療法に基づく医療提供体制確保の基本方針に位置付ける。

※医師偏在対策は、新たな地域医療構想、働き方改革、美容医療への対応、オンライン診療の推進等と一体的に取り組む。

・ 医師偏在対策の効果を施行後５年目途に検証し、十分な効果が生じていない場合には、更なる医師偏在対策を検討
・ 医師確保計画により３年間のＰＤＣＡサイクルに沿った取組を推進
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医師偏在の是正に向けた総合的な対策パッケージ
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医師偏在の是正に向けた総合的な対策パッケージの基本方針への位置付け

現状
課題

基本的な
考え方

医師偏在は一つの取組で是正
が図られるものではない

若手医師を対象とした医師
養成過程中心の対策

へき地保健医療対策を超えた
取組が必要

｢保険あってサービスなし｣という地域が生じることなく、将来にわたって国民皆保険が維持されるよう、
国、地方自治体、医療関係者、保険者等の全ての関係者が協働して医師偏在対策に取り組む

医師確保計画に基づく取

組を進めつつ、経済的イ

ンセンティブ、地域の医

療機関の支え合いの仕組

み、医師養成過程を通じ

た取組等を組み合わせた

総合的な対策を実施

医師の価値観の変化や

キャリアパス等を踏まえ、

医師の勤務・生活環境、

柔軟な働き方等に配慮し

ながら、中堅・シニア世

代を含む全ての世代の医

師にアプローチする

医師偏在指標だけでなく、

可住地面積あたり医師数、

アクセス等の地域の実情

を踏まえ、支援が必要な

地域を明確にした上で、

従来のへき地対策を超え

た取組を実施

○ 地域ごとに人口構造が急激に変化する中で、将来にわたり地域で必要な医療提供体制を確保し、適切な医療サービ
スを提供するため、以下の基本的な考え方に基づき、制度改正を含め必要な対応に取り組み、実効性のある総合的な
医師偏在対策を推進する。

○ 総合的な医師偏在対策について、医療法に基づく医療提供体制確保の基本方針に位置付ける。

※ 医師偏在対策は、新たな地域医療構想、働き方改革、美容医療への対応、オンライン診療の推進等と一体的に取り組む。

【基本的な考え方】

2
・ 医師偏在対策の効果を施行後５年目途に検証し、十分な効果が生じていない場合には、更なる医師偏在対策を検討
・ 医師確保計画により３年間のＰＤＣＡサイクルに沿った取組を推進
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医師偏在の是正に向けた総合的な対策パッケージにおける具体的な取組

１．医師確保計画の実効性の確保

① 重点医師偏在対策支援区域

② 医師偏在是正プラン

２．地域の医療機関の支え合いの仕組み

① 医師少数区域等での勤務経験を求める管理者要件の対象医療機関の拡大等

② 外来医師過多区域における新規開業希望者への地域で必要な医療機能の要請等

③ 保険医療機関の管理者要件

３．地域偏在対策における経済的インセンティブ等

① 経済的インセンティブ

② 全国的なマッチング機能の支援

③ リカレント教育の支援

④ 都道府県と大学病院等との連携パートナーシップ協定

４．医師養成過程を通じた取組

① 医学部定員・地域枠

② 臨床研修

５．診療科偏在の是正に向けた取組
3
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医師確保計画の実効性の確保

① 重点医師偏在対策支援区域

○ 今後も一定の定住人口が見込まれるものの、必要な医師が確保できず、人口減少よりも医療機関の減少のスピードの方が早い地

域などを｢重点医師偏在対策支援区域｣と設定した上で、優先的かつ重点的に対策を進める。

○ 重点医師偏在対策支援区域の設定に当たっては、都道府県において、厚生労働省の提示する候補区域を参考としつつ、地域の実

情に応じて、医師偏在指標、可住地面積あたり医師数、住民の医療機関へのアクセス、診療所医師の高齢化率、地域住民の医療の

かかり方、今後の人口動態等を考慮して選定することとする。当該区域については、二次医療圏単位のほか、地域の実情に応じて、

市区町村単位、地区単位等も考えられる。また、対策の実施に当たっては、地域の関係者の理解が重要であることから、地域医療

対策協議会及び保険者協議会で協議した上で当該区域を選定する。

○ 厚生労働省が提示する候補区域については、

① 各都道府県の医師偏在指標が最も低い二次医療圏

② 医師少数県の医師少数区域

③ 医師少数区域かつ可住地面積当たりの医師数が少ない二次医療圏（全国下位1/4）

のいずれかに該当する区域を提示する。

② 医師偏在是正プラン

○ 都道府県において、医師確保計画の中でより実効性のある医師偏在対策の取組を進めるため、重点医師偏在対策支援区域を対象

とした医師偏在是正プランを策定することとする。

○ 医師偏在是正プランにおいては、重点医師偏在対策支援区域、支援対象医療機関、必要な医師数、医師偏在是正に向けた取組等

を定めることとし、策定に当たっては、地域医療対策協議会及び保険者協議会で協議する。また、医師偏在是正プランは、国の定

めるガイドラインを踏まえ、緊急的な取組を要する事項から先行して策定し、令和８年度に全体を策定する。

※ 医師偏在指標については、医師の性別、年齢等を考慮しているが、医師不足の実態と大きく乖離することがないよう、令和９年度

からの次期医師確保計画に向けて、必要な見直しを検討する。
4
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地域の医療機関の支え合いの仕組み①

① 医師少数区域等での勤務経験を求める管理者要件の対象医療機関の拡大等

○ 管理者の要件として医師少数区域等における一定期間の勤務経験を求める対象医療機関について、医療法第31条において医師の

確保に関する事項の実施に協力すること等が求められている公的医療機関及び国立病院機構・地域医療機能推進機構・労働者健康

安全機構が開設する病院を追加する。

○ 施行に当たっては柔軟な対応も必要であり、医師少数区域等に所在する対象医療機関の管理者となる場合は対象から除外する。ま

た、地域医療対策協議会において調整された医師派遣の期間や、地域医療対策協議会で認められた管理者に求められる幅広い経験

の機会となる期間（例えば医育機関や臨床研修指定病院で医療従事者等の指導等に従事した期間等）について、医師少数区域等で

の勤務経験の期間に一部認める。令和２年度以降に臨床研修を開始した医師を管理者とする場合に適用する。

○ また、医師少数区域等での勤務経験期間について、現行の６か月以上から１年以上に延長する。あわせて、医師免許取得後９年以

上経過している場合は断続的な勤務日の積み上げを可能とし、９年以上経過していない場合は、最初の６か月以上の勤務は原則１

か月以上の連続した勤務（妊娠･出産等による中断は可）の積み上げとし、残りの期間は断続的な勤務日の積み上げを可能とする。

② 外来医師多数区域における新規開業希望者への地域で必要な医療機能の要請等

○ 都道府県において、外来医師偏在指標が一定数値（例えば標準偏差の数倍）を超える地域（外来医師過多区域）における新規開業

希望者に対して、医療法に基づき、開業の６か月前に、提供する予定の医療機能等を記載した届出を求めた上で、当該届出の内容

等を踏まえ、地域の外来医療の協議の場への参加を求めることができ、また、地域で不足している医療機能（夜間や休日等におけ

る地域の初期救急医療、在宅医療、公衆衛生等）の提供や医師不足地域での医療の提供（土日の代替医師としての従事等）を要請

することができることとする。

○ その際、外来医師過多区域、地域で不足している医療機能、医師不足地域での医療の提供の内容は、都道府県において、地域の外

来医療の協議の場における協議内容を踏まえ、事前に公表する。また、今後の人口動態等も踏まえつつ、人口あたり医師数や可住

地面積あたり医師数等が特に高い市区町村や地区がある場合は、要請の対象区域について、外来医師過多区域単位ではなく、市区

町村単位や地区単位とすることも考えられる。
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地域の医療機関の支え合いの仕組み②

② 外来医師多数区域における新規開業希望者への地域で必要な医療機能の要請等（続き）

○ 開業前に行われた要請等の実効性を確保するための仕組みとして、開業後、要請に従わず、地域で不足している医療機能の提供や

医師不足地域での医療の提供を行わない開業者に対して、都道府県において、都道府県医療審議会での理由等の説明を求めた上で､

やむを得ない理由と認められない場合は勧告を行い、勧告に従わない場合は公表を行うことができることとする。

○ さらに、開業前に要請された診療所が当該要請後に保険医療機関の指定を受けた場合は、厚生労働大臣が行う保険医療機関の指定

について、指定期間を６年でなく３年とする。都道府県は、指定期間が３年となった保険医療機関が３年後の更新を行う前に、地

域で不足している医療機能の提供や医師不足地域での医療の提供といった地域医療への貢献等を都道府県医療審議会等において確

認した上で、必要に応じて、前述の勧告を行い、厚生労働大臣は勧告を受けた診療所の保険医療機関の指定期間を３年より短い期

間とすることを可能とし、事例によって標準的な期間を示しておく。

○ あわせて、これらの開業者に必要な対応を促す観点から、都道府県医療審議会や外来医療の協議の場への毎年１回の参加を求める

とともに、要請又は勧告を受けたことの医療機能情報提供制度による報告・公表、都道府県のホームページ等での勧告に従わない

医療機関名や理由等の公表、保健所等による確認、診療報酬上の対応、補助金の不交付等を行う。

○ 上記の対応の対象とならない外来医師多数区域等や新規開業者以外の者については、引き続き、ガイドラインによる地域で必要な

医療機能の要請等の取組を推進する。

③ 保険医療機関の管理者要件

○ 適正な保険医療を効率的に提供するため、各保険医療機関に運営管理の責任者として管理者を設け、医師は２年の臨床研修及び保

険医療機関(病院に限る)において３年、歯科医師は１年の臨床研修及び保険医療機関において３年、保険診療に従事したことを要件

とし、従業者の監督や当該機関の管理及び運営の責務を課す。また、医師少数区域等においては、要件の適用に当たって一定の配

慮を行う。
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地域偏在対策における経済的インセンティブ等①

① 経済的インセンティブ

○ 不足する地域における医師の勤務を促進するためには、医師の価値観、勤務・生活環境、キャリアパス等を踏まえた経済的インセ

ンティブを通じて、医師が意欲をもって勤務する環境を整備することが重要である。

○ 重点医師偏在対策支援区域における医師確保を推進するため、都道府県の医師偏在是正プランに基づき、経済的インセンティブを

講じることとし、医師偏在是正プラン全体の策定にあわせて、令和８年度から経済的インセンティブの本格実施とする。

○ 具体的には、令和８年度予算編成過程において、重点医師偏在対策支援区域における以下のような支援について検討する。

・ 当該区域で承継･開業する診療所の施設整備、設備整備、一定期間の地域への定着に対する支援（緊急的に先行して実施）

・ 当該区域における一定の医療機関に対する派遣される医師及び従事する医師への手当増額の支援

・ 当該区域内の一定の医療機関に対する土日の代替医師確保等の医師の勤務･生活環境改善の支援、当該区域内の医療機関に医師

を派遣する派遣元医療機関に対する支援

○ その際、国において、事業費の総額を設定した上で、その範囲内で、人口、可住地面積、医師の高齢化率、医師偏在指標等に基づ

き、都道府県ごとに予算額の上限を設定し、その範囲内で支援を行うこととする。

○ 重点医師偏在対策支援区域における支援のうち、当該区域の医師への手当増額の支援については、全ての被保険者に広く協力いた

だくよう保険者からの負担を求める。また、医師への手当増額の支援については、診療報酬を代替するものであることを踏まえ、

給付費の中で一体的に捉える。当該事業の実施について、保険者が実施状況や効果等を確認するための枠組みを検討する。

○ 診療報酬において、医師偏在への配慮を図る観点から、どのような対応が考えられるか、さらに必要な検討を行う。
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地域偏在対策における経済的インセンティブ等②

② 全国的なマッチング機能の支援

○ 中堅・シニア世代等の医師を対象として、医師不足地域での医療に関心・希望を有する医師の掘り起こしを行い、必要に応じてリ

カレント教育や現場体験につなぎ、医師不足地域の医療機関とのマッチング、その後の定着支援等を行うため、全国的なマッチン

グ機能の支援を行う。

③ リカレント教育の支援

○ 若い世代を中心とした専門医制度における総合診療専門医の養成に加えて、中堅以降の医師を主な対象として、地域で働く上で必

要とされる総合的な診療能力について学び直すためのリカレント教育に係る取組を推進する。具体的には、学会や病院団体等が協

力して、総合診療の魅力発信、医療と介護の連携を含めた地域における実践的な診療の場の提供、知識・スキルの研修を全国推進

事業として一体的に実施するようなリカレント教育事業を支援するとともに、継続的に事業の評価を実施する。

④ 都道府県と大学病院等との連携パートナーシップ協定

○ 都道府県における地域医療対策協議会等による医師派遣調整機能等を強化するため、都道府県と大学病院等の間で、医師派遣・配

置、医学部地域枠、寄附講座等に関する連携パートナーシップ協定の締結を推進する。あわせて、大学病院からの派遣体制を強化

するため、医師確保対策における大学病院の位置づけを明確化する。
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医師養成過程を通じた取組、診療科偏在の是正に向けた取組

＜医師養成過程を通じた取組＞

① 医学部定員・地域枠

○ 医学部臨時定員について、医師の偏在対策に資するよう、個々の地域の実情や都道府県の意見を十分に聞きながら、必要な対応を

進める。

○ 医学部臨時定員の適正化を行う医師多数県において、地域枠学生を受入れ育成する大学が恒久定員内への地域枠の設置等を含む地

域への定着の取組を促進するための支援を行う。

○ 今後の医師の需給状況を踏まえつつ、2027年度以降の医学部定員の適正化の検討を速やかに行う。

② 臨床研修

○ 広域連携型プログラム※の制度化に向けて、令和８年度から開始できるよう準備を進めていく。

※ 医師少数県等で24週以上の研修を実施

＜診療科偏在の是正に向けた取組＞

○ 診療科偏在は、地域ごとの取組のみでは十分でなく、国全体として取り組むべき課題である。労働環境の改善や今後の医療需要の

見込み等を踏まえ、新たな地域医療構想等を通じた一定の医療の集約化を図りつつ、女性医師・男性医師を問わず、必要とされる分

野が若手医師から選ばれるための環境づくり等、処遇改善に向けた必要な支援を実施する。

○ 外科医師が比較的長時間の労働に従事している等の業務負担への配慮・支援等の観点での手厚い評価について必要な検討を行う。
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今後のスケジュール（予定）

対策等 ２０２４年度 ２０２５年度 ２０２６年度 ２０２７年度

医師確保計画

重点医師偏在対策支援区域、
医師偏在是正プラン

経済的インセンティブ

全国的なマッチング機能の支援

リカレント教育の支援

都道府県と大学病院等との
 連携パートナーシップ協定

地域の医療機関の支え合い
（医師少数区域等での勤務経験を求める管理者
要件、外来医師過多区域での新規開業希望者へ
の要請等、保険医療機関の管理者要件）

医学部定員・地域枠

臨床研修

診療科偏在是正対策

協定も含めて医師偏在是正
プラン全体のガイドラインの

検討･策定

「第８次医師確保計画（後期）
ガイドライン」の検討･策定

「第８次医師確保計画
（後期）」の検討・策定

「第８次医師確保計画
（後期）」の取組

医師偏在是正プラン全体の検
討の中で協定の協議･締結

協定による取組

改正法令施行

各医療機関でプログラム
作成、研修医の募集・採用

プログラム開始

医学部臨時定員・地域枠の対応、2027年度以降の医学部定員の適正化の検討

リカレント教育の支援

法令改正
ガイドラインの検討･策定

「第８次医師確保計画（前期）」の取組

医師偏在是正プラン全体
のガイドラインの検討･策定

緊急的な取組（診療所の承
継･開業支援）の先行実施

本格的な経済的インセンティブ実施の検討

全国的なマッチング機能の支援

医師偏在是正プラン全体の検討･策定、順次取組
医
師
偏
在
の
是
正
に
向
け
た
総
合
的
な
対
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ
の
策
定

必要とされる分野が若手医師から選ばれるための環境づくり等、処遇改善に向けた必要な支援、外科医師が比
較的長時間の労働に従事している等の業務負担への配慮・支援等の観点での手厚い評価について必要な検討

10
※ 医師偏在対策の効果を施行後５年目途に検証し、十分な効果が生じていない場合には、更なる医師偏在対策を検討

緊急的な取
組のガイドラ
イン、プラン
の先行策定
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医療提供体制改革

〇 高齢者人口の増大や現役世代の減少に伴う医療需要の変化等に対応すべく、2040年度頃を視野に

入れて、入院だけでなく、外来・在宅、介護連携や人材確保等も含める形で、あるべき医療提供体

制を実現することが可能となるよう、新たな地域医療構想を策定する。2027年度から同構想に基づ

く医療提供体制改革が全国各地域で着実に進められるよう国として必要な対応を図る。

○ 医師偏在対策については、新たな地域医療構想を通じて、将来の人口動向や医療需要等の変化に

対応した効率的かつ効果的な医療提供体制の構築を進めることを踏まえ、重点医師偏在対策支援区

域における財政支援について真に必要となる対応を検討する。その上で、医師の適正配置につなげ

るための支援の具体的な内容については、全国的なマッチング機能やリカレント教育、医師養成過

程の取組等とあわせて、支援の継続性の観点から安定的な財源の確保を図りつつ、令和８年度予算

編成過程で検討する。

○ その際、令和８年度診療報酬改定において、外来医師過多区域における要請等を受けた診療所に

必要な対応を促すための負の動機付けとなる診療報酬上の対応とともに、その他の医師偏在対策の

是正に資する実効性のある具体的な対応について更なる検討を深める。併せて、重点医師偏在対策

支援区域における医師への手当増額の支援については、当該事業と診療報酬を給付費の中で一体的

に捉える観点から、当該事業の財源について、給付費や保険料の増とならないようにする形で、診

療報酬改定において一体的に確保する。

大臣折衝事項（抜粋）
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2021年4月1日
重点医師偏在対策支援区域における

診療所の承継・開業支援事業について（概要）

資料2-1
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重点医師偏在対策支援区域における診療所の承継・開業支援事業

【事業概要】
①施設整備事業【36.2億円】

診療所の運営に必要な診療部門（診察室、処置室
等）等の整備に対する補助を行う。

②設備整備事業【20.4億円】
診療所の運営に必要な医療機器の整備に対する補助
を行う。

③地域への定着支援事業【45.1億円】
診療所を承継又は開業する場合に、一定期間の地域
への定着支援を行う。

【実施主体】
・ 支援区域内で承継又は開業する診療所であって、都
道府県の地域医療対策協議会及び保険者協議会で支
援対象として合意を得た診療所

※都道府県において、先行的な医師偏在是正プランを策定（承継・開業支
援に係る支援区域、支援対象医療機関等）

２  事業の概要 ３ 補助基準額等

①施設整備事業

②設備整備事業

基準面積 診療部門
・無床の場合       160㎡
・有床の場合（５床以下）   240㎡
・有床の場合（６床以上）   760㎡

診療部門と一体となった医師・看護師住宅 80㎡

補助率 国1/3 都道府県1/6 事業者1/2

基準額
（１か所当たり）

診療所として必要な医療機器購入費 16,500千円

補助率 国1/3 都道府県1/6 事業者1/2

③地域への定着支援事業

基準額 診療日数（129日以下）
6,200千円＋（71千円×実診療日数）等

補助率 国4/9 都道府県2/9 事業者1/3

今後も一定の定住人口が見込まれるものの、必要な医師を確保できず、人口減少よりも医療機関の減少のスピードの
方が早い地域などを重点医師偏在対策支援区域と設定した上で、支援区域において診療所を承継又は開業する場合に、
当該診療所に対して、①施設整備、②設備整備、③一定期間の地域への定着支援を行うことにより、地域の医療提供体
制を確保することを目的とする。

１  事業の目的

2

令和６年度補正予算 101.6億円

user
ハイライト表示

user
ハイライト表示

user
テキストボックス



重点医師偏在対策支援区域の考え方

○ 都道府県において、厚生労働省が提示した候補区域を参考としつつ、地域の実情に応じ
て、医師偏在指標、可住地面積あたり医師数、住民の医療機関へのアクセス、診療所医師
の高齢化率、地域住民の医療のかかり方、今後の人口動態等を考慮して、地域医療対策協
議会及び保険者協議会で協議して、「重点医師偏在対策支援区域」を選定する。

○ 当該区域については、二次医療圏単位のほか、地域の実情に応じて、市区町村単位、地
区単位等も考えられる。

【厚生労働省が提示する候補区域】
① 各都道府県の医師偏在指標が最も低い二次医療圏
② 医師少数県の医師少数区域
③ 医師少数区域かつ可住地面積当たりの医師数が少ない二次医療圏（全国で下位1/4）
のいずれかに該当する区域
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【参考】重点医師偏在対策支援区域の候補区域（109区域）

都道府県 二次医療圏 都道府県 二次医療圏 都道府県 二次医療圏 都道府県 二次医療圏 都道府県 二次医療圏

北海道 南檜山 宮城県 仙南 群馬県 桐生 長野県 飯伊 山口県 柳井

北海道 北渡島檜山 宮城県 大崎・栗原 群馬県 太田・館林 長野県 木曽 山口県 長門

北海道 南空知 宮城県 石巻・登米・気仙沼 埼玉県 利根 岐阜県 西濃 徳島県 西部

北海道 北空知 秋田県 県北 埼玉県 北部 岐阜県 飛騨 香川県 小豆

北海道 日高 秋田県 県南 埼玉県 秩父 静岡県 賀茂 愛媛県 八幡浜・大洲

北海道 富良野 山形県 最上 千葉県 山武長生夷隅 静岡県 富士 高知県 幡多

北海道 宗谷 山形県 庄内 千葉県 君津 静岡県 中東遠 福岡県 京築

北海道 北網 福島県 県南 東京都 島しょ 愛知県 西三河北部 佐賀県 西部

北海道 遠紋 福島県 相双 神奈川県 県西 愛知県 東三河北部 長崎県 県南

北海道 釧路 福島県 いわき 新潟県 下越 三重県 東紀州 熊本県 宇城

北海道 根室 福島県 会津・南会津 新潟県 県央 滋賀県 甲賀 大分県 西部

青森県 八戸地域 茨城県 日立 新潟県 中越 京都府 丹後 宮崎県 都城北諸県

青森県 西北五地域 茨城県 常陸太田・ひたちなか 新潟県 魚沼 大阪府 中河内 宮崎県 延岡西臼杵

青森県 上十三地域 茨城県 鹿行 新潟県 上越 兵庫県 丹波 宮崎県 西諸

青森県 下北地域 茨城県 取手・竜ヶ崎 新潟県 佐渡 奈良県 西和 宮崎県 西都児湯

岩手県 岩手中部 茨城県 筑西・下妻 富山県 砺波 和歌山県 新宮 宮崎県 日向入郷

岩手県 胆江 茨城県 古河・坂東 石川県 能登北部 鳥取県 中部 鹿児島県 出水

岩手県 両磐 栃木県 県北 福井県 奥越 島根県 雲南 鹿児島県 曽於

岩手県 気仙 栃木県 県西 福井県 丹南 島根県 大田 鹿児島県 熊毛

岩手県 釜石 群馬県 渋川 山梨県 峡東 岡山県 高梁・新見 鹿児島県 奄美

岩手県 宮古 群馬県 伊勢崎 長野県 上小 岡山県 真庭 沖縄県 宮古

岩手県 久慈 群馬県 吾妻 長野県 上伊那 広島県 尾三
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重点医師偏在対策支援区域における診療所の承継・開業支援事業
補助対象・補助基準額等（案）

補助先 補助対象 １か所当たり基準額 補助率

都道府県
（間接補助：重点医師偏在
対策支援区域において承
継・開業する診療所）

○診療所として必要な医療機器購入費 16,500,000円 国 １／３
都道府県 １／６
事業者 １／２

②設備整備事業

補助先 補助対象 基準額 補助率

都道府県
（間接補助：重点医師偏在
対策支援区域において承
継・開業する診療所）

○診療所の運営に必要な次に掲げる経費
・職員基本給
・職員諸手当
・非常勤職員手当
・報償費
・旅費（研究費に計上したものを除く。）
・備品費（単価50万円未満に限る。）
・消耗品費
・材料費
・印刷製本費
・通信運搬費
・光熱水料
・借料及び損料
・社会保険料
・雑役務費
・委託費

１か所当たり次により算出された額

（１）
①診療日数《１日～129日》

6,200,000円＋（71,000円×実診療日数）

②診療日数《130日～259日》
6,200,000円＋（77,000円×実診療日数）

③診療日数《260日以上》
6,200,000円＋（87,000円×実診療日数）

（２）訪問看護による加算額
 25,000円×訪問看護日数

国 ４／９
都道府県 ２／９
事業者 １／３

③地域への定着支援事業

未定稿

（注）施設整備事業は、承継・開業の一定期間後に採算性が見込まれる診療所を想定しており、診療圏の人口が10年後に2,000人程度を下回る見込みの診療所を支援対象とする場合は、
へき地医療拠点病院からの巡回診療、オンライン診療等による対応も含め、地域医療対策協議会及び保険者協議会で協議する。

補助先 補助対象 １㎡当たり補助単価 補助率

都道府県
（間接補助：重点医師偏在
対策支援区域において承
継・開業する診療所）

○診療部門の整備費
・無床診療所の場合 ： 160㎡
・有床診療所の場合（５床以下） ： 240㎡
・有床診療所の場合（６床以上） ： 760㎡

○診療部門と一体となった医師・看護師住宅の整備費
・医師住宅 ：  80㎡
・看護師住宅 ： 80㎡

鉄筋コンクリート ： 198,300円
ブロック  ： 172,500円
木造  ： 198,300円

国 １／３
都道府県 １／６
事業者 １／２

①施設整備事業

１㎡当たり補助単価は、
物価高騰を反映して見直す予定
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重点医師偏在対策支援区域における診療所の承継・開業支援事業実施要綱 

 

 

１．目的 

今後も一定の定住人口が見込まれるものの、必要な医師を確保できず、人

口減少よりも医療機関の減少のスピードの方が早い地域などを重点医師偏在

対策支援区域（以下単に「支援区域」という。）と設定した上で、支援区域に

おいて診療所を承継又は開業する場合に、当該診療所に対して、施設整備、

設備整備、一定期間の地域への定着支援を行うことにより、地域の医療提供

体制を確保することを目的とする。 

 

２．事業の実施主体 

  都道府県が定める支援区域において、承継又は開業する診療所であって、

都道府県の地域医療対策協議会及び保険者協議会で支援対象として合意を得

た診療所の開設者とする。 

 

３．事業内容 

支援区域において、承継又は開業する診療所の施設・設備整備及び地域へ

の定着に対する支援を行う。 

  ①施設整備事業 

    診療所の運営に必要な診療部門（診察室、処置室等）や、診療部門と

一体となった医師・看護師住宅の整備費 

   （注）施設整備事業は、承継・開業の一定期間後に採算性が見込まれる

診療所を想定しており、診療圏の人口が 10年後に 2,000人程度を下

回る見込みの診療所を支援対象とする場合は、へき地医療拠点病院

からの巡回診療、オンライン診療等による対応も含め、地域医療対

策協議会及び保険者協議会で協議する。 

②設備整備事業 

    診療所の運営に必要な医療機器の購入費 

③地域への定着支援事業 

診療所を承継又は開業する場合の地域への定着に必要な経費 

 

４．支援区域の設定 

  都道府県において、厚生労働省が提示する候補区域を参考としつつ、地域

の実情に応じて、医師偏在指標、可住地面積あたり医師数、住民の医療機関

へのアクセス、診療所医師の高齢化率、地域住民の医療のかかり方、今後の

人口動態等を考慮して、地域医療対策協議会及び保険者協議会で協議して選

定する。 

支援区域は、二次医療圏単位のほか、地域の実情に応じて、市区町村単位、

地区単位等で選定できることとする。 

 

５．先行的な医師偏在是正プランの策定 

都道府県において、承継・開業支援事業を実施するため、支援区域及び支

援対象医療機関等を定めた、先行的な医師偏在是正プランを策定する。 
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【厚生労働省が提示する候補区域】 

候補区域は、以下のいずれかに該当する区域とする。 

①各都道府県の医師偏在指標が最も低い二次医療圏 

②医師少数県の医師少数区域 

③医師少数区域かつ可住地面積当たりの医師数が少ない二次医療圏 

（全国で下位１／４） 

 

 

候補区域の一覧（109区域） 
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